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第１条 通則 



 

 

 地域自主戦略交付金制度要綱（以下「制度要綱」という。）に基づく地域自主戦

略交付金（以下「交付金」という。）の交付に関しては、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号、以下「適化法」という。）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５

号、以下「適化法施行令」という。）及びその他の法令のほか、この交付要綱に定

めるところによるものとする。 

 

第２条 交付の目的 

 この交付金は、都道府県が行う自然環境整備及び環境保全施設整備に関する事業

に対し、必要な経費を国が支援することにより、事業の推進を図ることを目的とす

る。 

 

第３条 交付対象事業 

 この交付金は、以下に掲げる事業を交付対象とする。 

 一 自然環境整備に関する事業（長距離自然歩道整備事業） 

環境省自然環境局長の定める長距離自然歩道整備計画（平成１５年３月３１

日以前に環境大臣が定めたものを含む。）に基づく、国立公園及び国定公園

の区域外における整備事業。 

 二 環境保全施設整備に関する事業（動物収容・譲渡対策施設整備事業） 

家庭用動物又は展示動物として適性があると認められる犬及び猫につい

て、可能な限り生存の機会を与えるための動物収容・譲渡対策施設の整備事

業。 

三 上記一及び二の整備事業の実施に必要な各種調査、測量、設計等に係る経費



 

 

及び事務費。 

 

第４条 事業費の算定基準  

１ この交付金の交付対象事業費の区分及び各費目の内容は、別表を適用する。 

  ただし、当該区分に係る実支出額が別表の算定基準による算定額より少ないと

きはその額とする。 

なお、次の各号に掲げる工事の工事費については、別表の交付対象事業費の区

分、算定基準及び内容によらないことができるものとする。 

 一 鋼材、大断面集成材等を用いた大型工作物の新設等、部材の工場製作を主体

とする工事。 

 二 自然エネルギー発電設備、電気通信線路埋設等、電気設備の新設、改設等を

主体とする工事。 

 三 給水設備、汚水浄化処理設備等、機械設備の新設、改設等を主体とする工事。 

四 動物収容・譲渡対策施設、休憩所、公衆トイレ等の建物の新設、増改築、大

規模修繕等の建築を主体とする工事。 

 五 その他、別表に定める算定基準によることが、著しく不適当又は困難である

と認められるもの。 

２ 前項により事業費を算出した結果、長距離自然歩道整備事業及び動物収容・譲

渡対策施設整備事業の事業費の合計が１０，０００千円に満たない場合は、交付

決定を行わないものとする。 

 

第５条 交付額の算出方法 

１ この交付金は、前条第１項により算出された事業費について、長距離自然歩道



 

 

整備事業にあっては１００分の４５を乗じて算出した額、動物収容・譲渡対策施

設整備事業にあっては２分の１を乗じて算出した額を交付額とする。 

２ この交付金の交付後、交付対象事業の進捗の状況に変更があった場合、交付金

の交付の目的に反しない限り、当該年度に交付されるべき金額と交付された金額

との差額については、次年度の交付額の算定において調整することができる。た

だし、当該年度に交付された交付金の額が、当該年度における変更された執行予

定事業費を超えない場合に限る。 

なお、動物収容・譲渡対策施設整備事業においては、これを適用しない。 

３ 前項の規定による調整は、次年度の交付額から差額を控除することにより行う。 

 

第６条 交付申請手続 

 この交付金の交付の申請は、様式１による交付金交付申請書を、別途指示する期

日までに環境大臣に提出しなければならない。 

 

第７条 変更交付申請手続       

 都道府県は、この交付金の交付決定後の事情の変更により交付額の変更を行う必

要がある場合には、速やかに様式２による変更交付申請書を環境大臣に提出しなけ

ればならない。 

 

第８条 交付決定 

 環境大臣は、第６条の規定による交付申請書及び第７条の規定による変更交付申

請書の提出があったときは、審査のうえ、交付決定を行い、交付決定通知書を都道

府県に送付するものとする。なお、環境大臣は、交付申請書及び変更交付申請書を



 

 

受理した日から起算して、原則として３０日以内に交付の決定を行うものとする。 

              

第９条 申請の取下げ 

 都道府県は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、交付金の交

付申請を取り下げようとするときは、交付決定通知書において環境大臣が定めた期

日までに、その理由を付した書面をもって、環境大臣に申し出なければならない。 

 

第１０条 状況報告 

 都道府県は、工事及び調査経過等事業の毎月の遂行状況について、様式３による

状況報告書を翌月１０日までに環境大臣に提出しなければならない。 

 

第１１条 事業の中止又は廃止 

 都道府県は、交付対象事業を中止し又は廃止する場合には、様式４による申請書

を環境大臣に提出して承認を受けなければならない。 

 

第１２条 事業遅延の届出 

 都道府県は、交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合においては、様式５

により速やかに環境大臣に報告してその指示を受けなければならない。 

 ただし、変更後の完了予定期日が当該年度を超えない場合で、かつ当初の完了予

定期日（交付金の繰越があった場合は当該繰り越しを伴う変更により定められた完

了予定期日とする。）後２ヶ月以内である場合は、この限りではない。 

  

第１３条 実績報告 



 

 

 この交付金の事業実績報告は、事業が完了した日（第１１条により交付対象事業

の中止又は廃止について環境大臣の承認を受けた場合は、当該承認を受けた日）か

ら起算して３０日を経過した日又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに様式

６による事業実績報告書を環境大臣に提出するものとする。 

 

第１４条 交付金の額の確定                                     

 環境大臣は、第１３条の実績報告書を受けた場合には、報告書等の書類の審査及

び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る交付対象事業の成果が交付金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき交

付金の額を確定し、都道府県に通知する。 

 

第１５条 交付決定の取消  

１ 環境大臣は、次の一から三のいずれかに該当すると認められる場合は、交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 一 都道府県が適化法及び適化法施行令その他の法令又は本要綱に基づく環境大

臣の処分若しくは指示に違反した場合。 

 二 都道府県が、交付金を交付対象事業以外の用途に使用した場合。 

三 都道府県が、交付対象事業に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場

合。 

２ 環境大臣は、前項の規定による交付決定の取り消しをした場合において、その

取り消しに係る部分に関し、すでに交付金が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を命じるものとする。 

 



 

 

第１６条 財産の管理 

 都道府県は、交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

事業完了後においても善良な管理者の注意をもって当該財産の適正なる維持管理を

するとともにその効率的な運営を図らなければならない。 

 

第１７条 財産の処分の制限 

１ 取得財産のうち、適化法施行令第１３条第４号及び第５号の規定に基づき環境

大臣が定める処分を制限する財産は、交付金対象事業により取得し、又は効用の

増加した不動産及びその従物、並びに交付対象事業により取得し、又は効用の増

加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具、備品及びその他重要な財産とす

る。 

２ 適化法第２２条に定める財産の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める期間とする。 

３ 都道府県は、前項の期間内において、処分を制限された取得財産等を処分しよ

うとするときは、環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について

（平成２０年６月９日付け環自総発第 080609001号）に基づく承認を受けること

なしに、この交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又

は担保に供してはならない。 

 

第１８条 交付金調書 

 都道府県は、交付対象事業に係る歳入及び歳出を明らかにした様式７による「交

付金調書」を作成し、当該歳入及び歳出について、証拠書類を整理し、かつ、当該

交付金調書及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければならない。 



 

 

 

第１９条 その他  

 特別の事情によりこの交付要綱に定める算定方法、手続等によることができない

場合には、あらかじめ環境大臣の承認を受けて、その定めるところによるものとす

る。 

 

附則  

第１条 施行期日 

 この要綱は、平成２３年４月 日から施行する。 

 

第２条 経過措置 

 平成２２年度までに環境大臣あて提出された自然環境整備計画において、平成２

３年度実施事業として記載された事業については、事業の継続性を勘案し、平成２

３年度に限り、本要綱第４条第２項に掲げる事業費の採択基準によらないこととす

る。 
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